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  歳入面では、県税については、個人県民税が減少（対前年度比△8.1％）したものの、法人関係税が

景気の持ち直しの動きに伴う企業業績の改善により増加（対前年度比＋10.0％）したことなどから、

県税に歳入･歳出相殺後の地方消費税清算金を加えた実質県税ベースでは 1,368 億円余となり、対前

年度比△0.1%とほぼ前年度並みとなっています。 
  一方、緊急雇用創出事業臨時特例基金など国庫支出金を財源とした国関連基金の造成規模が縮小し

たことなどから、国庫支出金が大幅に減少（対前年度比△22.4%）し、歳入総額は 5,535 億円（対前

年度比△2.5％）となりました。 
歳出面では、職員費については、職員数の前倒し削減の実施、給与改定による期末・勤勉手当の減

などにより減少（対前年度比△1.2％）しました。 
投資的経費については、災害復旧事業や国直轄事業費負担金が減少したことから、２年ぶりに減少

（対前年度比△9.1％）しました。 
一般行政経費についても、先に述べたように、国関連基金の造成規模が縮小したことなどから減少

（対前年度比△2.6％）し、歳出総額は 5,469 億円（対前年度比△2.8％）となりました。 
この結果、歳入から歳出を差し引いた形式収支は、66 億円余の黒字、さらに翌年度へ繰り越す事業

のために確保すべき財源を除いた実質収支は、7 億円余の黒字となりましたが、財政調整基金、減債

基金合わせて 15 億円の取り崩しを余儀なくされており、依然として厳しい財政状況にあります。 
 
 

平成２２年度一般会計決算の状況

平成２２年度 平成２１年度
決算額 決算額 (A)-(B)

（A） （Ｂ） (B)

歳 入 553,545,252 567,761,471 △ 14,216,219 △ 2.5

歳 出 546,864,454 562,759,417 △ 15,894,963 △ 2.8

歳 入 歳 出 差 引 収 支

（ 形 式 収 支 ）
6,680,798 5,002,054 1,678,744 33.6

繰越明許費・事故繰越の翌年度へ

の 繰 り 越 す べ き 財 源
5,926,974 4,237,178 1,689,796 39.9

実 質 収 支 753,824 764,876 △ 11,052 △ 1.4

（注）端数整理により、計数が一致しないことがあります。

           △印減 （単位：千円、％）

率額(A)-(B）
区 分

増　　　　　減
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平成 22 年度決算における経常収支比率は 92.6％（全国平均 90.9％）となり、職員数の削減など人

件費の抑制に努めたことなどにより、前年度から 2.7 ポイント改善しました。しかし、今後も社会保

障関係経費の増加が見込まれるなど義務的経費が県財政を圧迫する厳しい状況が予想されます。 
 

経常収支比率の��
(単位：％）

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

石 川県 84.0 86.7 85.4 90.8 92.9 92.8 96.7 96.7 95.3 92.6

全 国 88.9 91.5 89.1 92.4 92.8 93.6 96.7 95.3 95.2 90.9

（注）１　出典は、都道府県決算状況調（総務省調査）です（２２年度は本県調査による速報値）。

　　　２　全国欄の比率は単純平均です。

区　　　　分

経 常 収 支 比 率

 
 

 
経常収支比率 
 地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、地方税、普通交付税を中心として

毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）が、人件費、社会保障関係経費、公債費等

の毎年度経常的に支出される経費（経常経費）にどの程度充当されているかをみるもので、経常

経費に充当される一般財源総額が経常一般財源に占める割合をいいます｡この数値が低いほど、

弾力性があり健全と言えます｡ 

ひとくちメモ 
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 � 特別会計 

 

 

 

 

 

 

○ 平成 22 年度の 13 特別会計の歳入決算総額は 1,810 億円、歳出決算総額は 1,758 億円でいず

れの会計も黒字となり、収支差額 52 億円は平成 23 年度に全額繰り越しています。 
○ 特に中小企業近代化資金貸付金特別会計において、大きな収支差が発生していますが、これ

は中小企業の設備投資に対する貸付金の償還金などが平成 22 年度の貸付に必要な財源を上

回ったことなどによるものです。 

 

平成22年度特別会計の決算状況
(単位：千円)

差し引き
（Ａ－Ｂ）

証 紙 5,362,645 4,610,724 751,921
土 地 取 得 200,594 200,594
母 子 寡 婦 福 祉 資 金 171,454 128,953 42,501
流 域 下 水 道 2,954,810 2,946,545 8,265
中小企業近代化資金貸付金 3,784,735 907,788 2,876,947
就 農 支 援 資 金 273,521 17,946 255,575
林 業 改 善 資 金 263,586 29,948 233,638
沿 岸 漁 業 改 善 資 金 104,118 38,612 65,506
公 営 競 馬 8,789,692 8,789,422 270
港 湾 整 備 976,541 976,322 219
金沢西部地区土地区画整理 1,690,074 1,469,630 220,444
育 英 資 金 1,069,934 329,091 740,843
公 債 管 理 155,335,836 155,335,836

合　　　　　計 180,977,540 175,781,411 5,196,129

  歳入決算額　Ａ   歳出決算額　Ｂ会　   計   　名

 

 

特別会計 

県が特定の事業を行う場合に、特定の収入をもって特定の支出に充てる事業について、一

般会計の歳入歳出と区分して経理する会計をいい、本県には 13 の特別会計があります。 
例えば、大学生や高校生などの方に対して無利子の奨学金を貸与している育英資金特別会

計については、その貸付に必要なお金として一般会計の負担のほか、過去に貸付けた方から

返済いただくお金を充てることとしています。 

ひとくちメモ 
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 � 事業会計 

 

 

 

 

 

 

平成 22 年度の 4 事業会計の収益的収支の歳入決算総額は 260 億円、歳出決算総額は 246 億

円となりました。資本的収支の歳入決算額は 48 億円、歳出決算額は 92 億円となっています。

なお、事業会計において重要な経営指標である不良債務（実質的な資金不足）は、平成 15
年度末に全て解消しました。これからも、不良債務が生じることのないよう、経営の改善を重

ねていきたいと考えています。 

 

収 益 的 収 支 16,045,628 14,370,921  1,674,707

資 本 的 収 支 2,897,476 3,525,437 △ 627,961

収 益 的 収 支 3,035,365 2,899,346  136,019

資 本 的 収 支 479,333 572,285 △ 92,952

収 益 的 収 支 6,907,427 7,341,035 △ 433,608

資 本 的 収 支 1,421,435 5,122,655 △ 3,701,220

収 益 的 収 支 30,015 889  29,126

資 本 的 収 支  

収 益 的 収 支 26,018,435 24,612,191  1,406,244

資 本 的 収 支 4,798,244 9,220,377 △ 4,422,133

計 30,816,679 33,832,568 △ 3,015,889

△印減 (単位：千円)

平成22年度事業会計決算の収支

会　   計   　名
差し引き

（Ａ－Ｂ）

水道用水供 給 事業

合　　　　　計

歳入決算額 Ａ 歳出決算額 Ｂ

中 央 病 院 事 業

高 松 病 院 事 業

港湾土地造 成 事業
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事業会計 
企業的色彩の強い会計をいい、本県には４つの事業会計があります。例えば、県立中央病院や高

松病院といった病院事業は、高度医療部分など一般会計が負担すべき部分を除いて、受診者からの

収入をもって必要な経費を賄うことを原則としています。 
収益的収支 

企業活動に伴い発生する収益（収入）とそれに対応する費用（支出）で、収入は料金収入のほか

受取利息など、支出は人件費、施設の維持管理費や減価償却費のほか支払利息などであり、損益計

算書に計上される収支です。 
資本的収支 
収益的収支に計上されないお金の動きで、収入は企業債（長期借入金）や国庫補助金などで、支

出は施設整備、資産の取得、企業債（借入金）の返済などです。 
���� 
 流動負債（1 年以内に支払い期限が到来する負債）の額が流動資産（1 年以内に現金化が予定され

ている資産）の額を超える額をいい、資金面で当面の支払い能力を超える債務で実質的な資金不足

とも呼ばれています。 

 

 
ひとくちメモ 
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（単位：百万円）

区　　　　分 14年度末 15年度末 16年度末 17年度末 18年度末 19年度末 20年度末 21年度末 22年度末
23年度末

(見込み)

94,868 90,874 80,035 74,324 71,765 68,421 64,492 75,247 71,392 60,827

財 政 調 整 基 金 8,946 8,908 8,825 8,824 8,818 8,831 8,824 8,826 8,811 6,204

減 債 基 金 55,040 51,068 41,596 37,025 34,997 31,533 27,507 24,434 23,348 19,383

県有施設整備基金 30,882 30,898 29,614 28,475 27,950 28,057 28,161 41,987 39,233 35,240

（注）　平成１４年度末から平成２２年度末は決算ベース、平成２３年度末は９月補正後における年度末残高見込みです。

（単位：百万円、％）

区　　　　　分 14年度末 15年度末 16年度末 17年度末 18年度末 19年度末 20年度末 21年度末 22年度末
23年度末

(見込み)

1,014,044 1,055,001 1,077,422 1,094,520 1,094,949 1,150,585 1,154,098 1,178,165 1,208,017 1,223,027

(構成比) (61.3) (61.3) (59.9) (58.9) (57.4) (58.2) (57.7) (58.5) (60.5) (60.1)

財 源 措 置 の

あ る も の
621,609 646,748 645,040 644,706 628,268 669,850 665,849 689,120 730,940 735,255

(構成比） (38.7) (38.7) (40.1) (41.1) (42.6) (41.8) (42.3) (41.5) (39.5) (39.9)

財 源 措 置 の

な い も の
392,435 408,253 432,382 449,814 466,681 480,735 488,249 489,045 477,077 487,772

（注）１　平成１４年度末から平成２２年度末は決算ベース、平成２３年度末は９月補正後における年度末残高見込ベース（次年度に繰り越す事業に係る

　　　　県債を含む。）です。

　　  ２　特定資金公共投資事業債を除きます。

　　  ３　平成１９年度末から２３年度末（見込み）までの残高には転貸債（能登半島地震復興基金分50,000百万円）を含みます。

県 債 残 高

３ 基 金 残 高

県債残高�財源措置�の��

３基金残高の��

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 県の貯金である基金の平成 22 年度末残高は、主要 3 基金で 714 億円（財政調整基金及び減

債基金の 2 基金で 322 億円）となっています。平成 22 年度は、厳しい財政環境を反映し、６

月補正後予算で 158 億円（上記 2 基金で 120 億円）取り崩す予算を計上しましたが、税収や

地方交付税を確保し、また、事務事業の効率的執行による歳出予算の節減等を図った結果、最

終的には、基金の取り崩しを 49 億円（上記 2 基金で 15 億円）にとどめることができました。

○  県の借金である県債の残高は年々増加し、平成 14 年度末には 1 兆円を超えました。しかし、

県債の残高を抑制する方針を掲げ、新たな県債の発行を抑制することにより、平成 15 年度か

ら 8 年連続で前年度を下回る水準に抑制しています（国の財源不足のため交付税に代わり発行

した臨時財政対策債及び能登半島地震復興基金に係る転貸債を除く）。 
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 主要 3 基金とは、財政調整基金、減債基金、県有施設整備基金をいい、いずれも年度間の財政

調整を目的とした基金（貯金）です。 
① 財政調整基金は、予期しない収入減少や不時の支出増加等に備え、長期間的視野に立った

計画的な財政運営を行うためのものです｡ 
② 減債基金は、県債の償還に必要な資金を積立て、翌年度以降の財政の健全な運営を図るた

めに設けている基金です。 
③ 県有施設整備基金は、将来の施設整備に備え積立てておくものです｡  県有施設整備基金は、将来の施設整備に備え積立てておくものです｡ 

ひとくちメモ   
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� 財政健全化����������������� 

 
  夕張市のような地方公共団体の財政破たんを未然に防ぎ、県や市町村の財政の健全化を目的として、

平成 19 年 6 月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（財政健全化法）が成立しました。 
  地方公共団体の財政破たんとは、財政状況が悪化し、赤字などがある一定の基準を超えた状況を言

います。財政が破たんすると、国の関与のもと、税金や公共料金を引き上げる一方、行政サービスを

切り詰めるなど、住民の方々の生活に大きな影響を及ぼすことになります。 
 

財政健全化法では、「早期健全化」と「財政再生」の 2 段階で財政悪化をチェックするとともに、

公営企業会計なども合わせた連結決算により地方公共団体全体の財政状況をより明らかにしようと

するもので、平成 19 年度決算から、 

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率 

という 4 つの健全化判断比率と、各公営企業の経営の健全性を表す 

資金不足比率 

を算定の上、議会に報告し、公表することが義務付けられました。 

 

  平成 20 年度決算からは、これらの比率のいずれかが早期健全化基準以上となった場合には、議会

の議決を経て財政健全化計画を策定し、自主的な改善努力により財政健全化を図ることとなりました。  

また、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率が、さらに悪化して財政再生基準以上

となった場合には、議会の議決を経て財政再生計画を策定し、国の関与による確実な再生を図ること

となりました。 

 

  平成 22 年度決算における本県の比率については、次のとおり、全て早期健全化基準を下回ってい

ます。 

 

263.4% ▲ 22.3

��資金不足比率�公営��の経営健全化������比率�

－ －

400%以上

20%以上

��健全化��比率�財政の早期健全化�再生������比率�

－ －実 質 赤 字 比 率

本県の比率(H21) 増減

将 来 負 担 比 率

本県の比率(H22)

－

－

16.7%

241.1%

－ －

15.4% 1.3

連結実質赤字比率

実 質 公 債 費 比 率

経営健全化基準 財政再生基準

早期健全化基準

3.75%以上

8.75%以上

25%以上

資 金 不 足 比 率

本県の比率(H22)

－

本県の比率(H21) 増減

財政再生基準

5%以上

20%以上

35%以上
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��健全化��比率
（�）実質赤字比率

一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率であり、平成22年度は黒字であるため、

実質赤字は生じていません。

※標準財政規模・・・地方税、普通交付税などの毎年度経常的に収入される一般財源（使途の特定されて

いない財源）のことで、各地方公共団体の標準的な財政規模を示すものです。

（�）連結実質赤字比率

一般会計等に加え公営企業を含めた実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率であり、

平成22年度は黒字であるため、連結実質赤字は生じていません。

（�）実質公債費比率

一般会計等が公営企業会計等を含めて負担している公債費などの標準財政規模に対する比率であり、平成

22年度は早期健全化基準である25％を下回っているものの、公債費負担の増加に伴い1.3ポイント上昇しま
した。

なお、県債を発行する際に国の許可が必要となる18％超えを回避するため、県では、平成21年度から23年

度の3年間で総額58億円の繰上償還を実施しています。

（�）将来負担比率
一般会計等が公営企業及び損失補償を行っている公社・三セク等を含めて将来負担する可能性のある債

務等（将来負担額）の標準財政規模に対する比率であり、平成22年度は早期健全化基準である400％を下回っ
ています。将来負担比率の中で最も大きなウエイトを占めるものは県債現在高であり、その他、退職手当

の負担見込額、設立法人の負債額等の県の負担見込額などから構成されています。
平成22年度は22.3ポイント減少しましたが、これは、臨時財政対策債を除いた県債残高の減及び職員数の

削減等による退職手当負担見込額の減によるものであり、本県の行財政改革の取り組みを反映したものと
なっています。

※将来負担額・・・県債現在高、債務負担行為に基づく支出予定額（公債費に準ずるもの）、公営企業へ

の繰出見込額（公債費分）、退職手当の負担見込額、設立法人の負債額等の県の負担
見込額（損失補償等による県の負担）、連結実質赤字額など

��資金不足比率
・資金不足比率は、各公営企業毎に算定するもので、資金の不足額の事業規模に対する比率です。
・対象となる公営企業は、流域下水道特別会計、港湾整備特別会計、中央病院事業会計、高松病院事業会
計、港湾土地造成事業会計、水道用水供給事業会計の６つで、いずれも資金不足はありません。

 
 
 

実質公債費比率については、本県では 16.7％と早期健全化基準の 25％を下回っていますが、公債

費負担の増加により前年度から 1.3 ポイント上昇しました。 
    なお、県債を発行する際に国の許可が必要となる 18％越えを回避するため、平成 21 年度から 23
年度の 3 年間で総額 58 億円の繰上償還を実施しているところです。 
将来負担比率については、前年度から 22.3 ポイント減少し、241.1％と早期健全化基準の 400％を

大きく下回っています。 
比率が低下したのは、臨時財政対策債を除いた県債残高の減及び職員数の削減等による退職手当負

担見込額の減によるものであり、本県の行財政改革の取り組みを反映したものとなっています。 
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Ｈ２２ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２１ 増減 増減

北 海 道 － － － － 24.1 （1） 24.0 （1） 0.1 330.2 （2） 350.1 （2） △ 19.9

青 森 県 － － － － 18.1 （6） 17.8 （5） 0.3 204.3 （31） 228.2 （29） △ 23.9

岩 手 県 － － － － 15.6 （17） 14.1 （27） 1.5 286.1 （3） 305.9 （3） △ 19.8

宮 城 県 － － － － 15.1 （24） 15.0 （17） 0.1 254.5 （11） 274.3 （8） △ 19.8

秋 田 県 － － － － 14.4 （26） 13.9 （28） 0.5 235.9 （20） 259.0 （18） △ 23.1

山 形 県 － － － － 14.2 （29） 14.3 （25） △ 0.1 243.1 （14） 266.3 （12） △ 23.2

福 島 県 － － － － 14.4 （26） 13.9 （28） 0.5 183.4 （37） 198.2 （38） △ 14.8

茨 城 県 － － － － 14.2 （29） 14.5 （22） △ 0.3 280.3 （4） 295.9 （4） △ 15.6

栃 木 県 － － － － 11.5 （41） 12.0 （36） △ 0.5 155.8 （43） 171.0 （43） △ 15.2

群 馬 県 － － － － 10.6 （45） 9.9 （45） 0.7 179.4 （40） 194.0 （40） △ 14.6

埼 玉 県 － － － － 13.3 （35） 12.7 （34） 0.6 229.5 （21） 246.2 （23） △ 16.7

千 葉 県 － － － － 11.2 （43） 11.4 （40） △ 0.2 206.3 （29） 222.0 （30） △ 15.7

東 京 都 － － － － 2.2 （47） 3.1 （47） △ 0.9 93.6 （47） 77.0 （47） 16.6

神奈川県 － － － － 9.9 （46） 9.2 （46） 0.7 193.1 （32） 208.8 （34） △ 15.7

新 潟 県 － － － － 17.1 （8） 16.8 （10） 0.3 274.6 （5） 280.3 （6） △ 5.7

富 山 県 － － － － 18.2 （5） 17.6 （6） 0.6 267.2 （6） 278.4 （7） △ 11.2

石 川 県 － － － － 16.7 （11） 15.4 （14） 1.3 241.1 （16） 263.4 （15） △ 22.3

福 井 県 － － － － 15.4 （19） 13.9 （28） 1.5 210.2 （27） 232.6 （26） △ 22.4

山 梨 県 － － － － 15.7 （15） 14.2 （26） 1.5 227.6 （23） 246.7 （22） △ 19.1

長 野 県 － － － － 15.4 （19） 15.6 （13） △ 0.2 204.8 （30） 220.8 （31） △ 16.0

岐 阜 県 － － － － 19.6 （4） 19.1 （4） 0.5 227.8 （22） 251.8 （21） △ 24.0

静 岡 県 － － － － 14.3 （28） 13.1 （32） 1.2 251.8 （12） 262.6 （16） △ 10.8

愛 知 県 － － － － 13.4 （34） 11.8 （37） 1.6 264.3 （8） 271.4 （10） △ 7.1

三 重 県 － － － － 13.0 （36） 12.7 （34） 0.3 191.3 （34） 198.5 （37） △ 7.2

滋 賀 県 － － － － 15.6 （17） 14.7 （19） 0.9 239.5 （17） 261.3 （17） △ 21.8

京 都 府 － － － － 12.8 （37） 11.7 （38） 1.1 249.0 （13） 255.7 （20） △ 6.7

大 阪 府 － － － － 17.6 （7） 17.2 （9） 0.4 266.7 （7） 289.2 （5） △ 22.5

兵 庫 県 － － － － 21.0 （3） 20.7 （2） 0.3 350.2 （1） 366.4 （1） △ 16.2

奈 良 県 － － － － 11.5 （41） 11.7 （38） △ 0.2 215.8 （26） 237.1 （25） △ 21.3

和歌山県 － － － － 11.8 （39） 11.1 （43） 0.7 190.4 （35） 205.1 （35） △ 14.7

鳥 取 県 － － － － 11.7 （40） 11.1 （43） 0.6 125.1 （45） 150.1 （45） △ 25.0

島 根 県 － － － － 17.0 （9） 17.3 （8） △ 0.3 187.0 （36） 213.1 （32） △ 26.1

岡 山 県 － － － － 14.8 （25） 14.9 （18） △ 0.1 237.7 （19） 256.7 （19） △ 19.0

広 島 県 － － － － 14.2 （29） 15.1 （15） △ 0.9 262.8 （9） 268.4 （11） △ 5.6

山 口 県 － － － － 13.9 （32） 12.9 （33） 1.0 226.1 （24） 244.5 （24） △ 18.4

徳 島 県 － － － － 21.2 （2） 20.7 （2） 0.5 238.6 （18） 272.4 （9） △ 33.8

香 川 県 － － － － 15.2 （22） 15.1 （15） 0.1 209.8 （28） 231.0 （28） △ 21.2

愛 媛 県 － － － － 16.8 （10） 17.6 （6） △ 0.8 183.2 （38） 198.8 （36） △ 15.6

高 知 県 － － － － 15.7 （15） 16.2 （11） △ 0.5 168.6 （41） 184.8 （42） △ 16.2

福 岡 県 － － － － 15.4 （19） 14.7 （19） 0.7 257.9 （10） 263.8 （14） △ 5.9

佐 賀 県 － － － － 13.8 （33） 13.9 （28） △ 0.1 137.1 （44） 155.3 （44） △ 18.2

長 崎 県 － － － － 12.8 （37） 11.4 （40） 1.4 183.0 （39） 197.3 （39） △ 14.3

熊 本 県 － － － － 15.2 （22） 14.5 （22） 0.7 217.3 （25） 231.5 （27） △ 14.2

大 分 県 － － － － 15.8 （14） 14.6 （21） 1.2 191.5 （33） 211.2 （33） △ 19.7

宮 崎 県 － － － － 16.1 （13） 14.5 （22） 1.6 165.3 （42） 185.4 （41） △ 20.1

鹿児島県 － － － － 16.4 （12） 16.0 （12） 0.4 242.2 （15） 266.0 （13） △ 23.8

沖 縄 県 － － － － 11.2 （43） 11.4 （40） △ 0.2 99.3 （46） 122.7 （46） △ 23.4

平均(加重) 13.5 13.0 0.5 220.8 229.2 △ 8.4

財政健全化法に基づく健全化判断比率の全国状況（総務省速報値）

△印減（単位：％）

都道府県名

実質公債費比率 将来負担比率

Ｈ２２（順位） Ｈ２２（順位）

実質赤字比率 連結実質赤字比率

Ｈ２１（順位） Ｈ２１（順位）
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今後とも、実質公債費比率や将来負担比率等を念頭に置きながら、「石川県行財政改革大綱 2011」
で示した基本方針である 

① 臨時財政対策債を除き、県債残高を前年度以下の水準に抑制すること 

② 減債基金等の取り崩しを極力抑制し、今後の公債費負担の増等に対応できる基金残高を確保す

ること 

に努め、持続可能な行財政基盤の確立を図ってまいります。 

 

実質公債費比率の��
(単位：％）

19年度 20年度 21年度 22年度

石 川 県 13.8 14.4 15.4 16.7

全 国 13.5 12.8 13.0 13.5

（注）１　出典は、総務省調査によるものです（２２年度は速報値）。

　　　２　全国欄の比率は加重平均です。

区　　　　分

実 質 公 債 費 比 率
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